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公共財供給機構の有効性＊
一実験的研究一

森 徹：

1．はじめ二に

　公共財の効率的な供給を達成するための供給機

構をいかに構築するべきかという問題は，Sa皿u－

elson［8］によって公共財の効率的供給条件が導

出され’て以来，多くの研究者の関心を集めてきた

問題である．いうまでもなく，公共財供給機構が

有効に機能するためには，各個人に対して公共財

の効率的供給に役立つメッセージを表明する誘因

を提供し得るように，機構が設計されていること

が重要である．公共財供給機構に求められるこの

ような要請は，①各個人にとって，他の個人の表

明するメッセージのいかんにかかわらず，公共財

に対する自己の選好を最大化するメッセージが存

在しており，②各個人がこの最良のメッセージを

表明することによって公共財の効率的供給が達成

されるように公共財供給機構が設計されているな

らば，十全にみたされるであろう．上記①の性質

は通常「支配的均衡条件」と呼ばれているが，今

日では，Huでwicz　E6］やGreen　and　LaHlont［2コ

らの研究によってこの支配的均衡条件と②の公共

財の効率的供給条件をともにみたす公共財供給機

構は存在しないことが知られている．したがって，

公共財の効率的供給の達成を可能とする公共財供

給機構の構築を構想するならば，上記の①の要請

を緩和して，メッセージの選択に関する個人の誘

因をより弱い形で保証する何らかの条件を設定し

　＊　本稿に対して，本誌のおふたりの匿名のレフリ

ーより有益なコメントをいただいたことに対し，感謝

の意を表明するとともに，これらを十分活かし切れな

かった筆者の非力をお詫びしたい．いうまでもなく，

本稿に含まれる一切の誤りは，筆者の責に帰すべきも

のである，なお，本稿の研究は昭和61年度科学研究
費補助金によるものである．

なければならない．そのような緩和された条件め

ひとつとして考えられるのは，「ある一組のメッ

セージ（Nash均衡メジセージ）が存在し，各個人

にとって，他の個人がそこに含まれているそれぞ

れのメッセージを表明するならば，自分もまたそ

こに含まれている自己のメッセージを表明するこ’

とにより公共財に関する選好を最大化し得る」と

いう条件である．この条件はrNash均衡条件」

と呼ばれている．

　Nash均衡条件をみたし，かつNash均衡メッ

セージの表明によって公共財の効率的供給を保証

し得る公共財供給機構の代表的な例としては，

Gでoves　and　Ledyard［5］によって提案された「最

適メカニズム」をあげることができる1）．しかし，

Greenberg，　Mackay　and　Tidema且［3］によって

指摘されたように，最適メカニズムは次のような

いくつかの問題点を含んでいる．まず第1に，各

個人のNash均衡メッセージは他の個人のメッセ

ージに依存して決定されるので，最適メカニズム

におけるNash均衡メッセージを見出すために，

計画当局と各個人との間の情報の反復的交換を促

す何らかの動学的調整過程が必要となる．第2に，

このような動学的調整過程は，各個人が計画当局

により提供された他の主体のメッセージに関する

情報を所与として公共財に対する自己の真の選好

を最大化するように行動した場合にNash均衡メ

ッセージを導出し得るものとして設計されるのが

自然であるが，調整過程の各段階においてこのよ

うな「競争的行動」をとることが各個人にとって

最良であるという保証はなく，真の選好の最大化

　1）　このような性質を備えた公共財供給機構として

は，他に，Walker［10］によって提案されたメカニ
ズムがある．
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にもとつかない「戦略的行動」が行なわれる可能

性がある．第3に，たとえ各個人が上述のような

競争的行動をとったとしても，動学的調整過程が，

Nash均衡メッセージの達成と公共財の効率的供

給の実現を意味するひとつの均衡状態に収束しな

い可能性がある．

　以上3つの問題点は，公共財の効率的供給機構

としての最適メカニズムの有効性を老察するに

あたって非常に重要な論点である．Greenberg，

Mackay　and　Tidemanは，最：適メカニズムにお

けるNash均衡メッセージを見出すためのひとつ

の動学的調整過程を定式化し，一一定の条件のもと

でそれ，が公共財の効率的供給を達成する資源配分

状態に安定的に収束することを示したが，調整過

程における各個人の戦略的行動については，理論

的可能性を示したにとどまり，実際に戦略的行動

がどれほど深刻なものであるかを実証的に明らか

にはしていない2＞．そこで本稿では，最適メカニ

ズムを有効に機能させるために彼らが定式化した

動学的調整過程と同様なプロセスを実験的に適用

することにより，そこにおける戦略的行動の可能

性を実証的に検証し，最適メカニズムの動学的プ

ロセスへの変換が公共財の効率的供給に対してど

れほどの実際的有効性をもち得るかを検討する，

　ところで，公共財の効率的供給を達成する上で

の最適メカニズムの有効性に関する実験的研究と

しては，すでにSlnith［9］によって行なわれた実

験がある．彼の実験結果によれば，最：適メカニズ

ムは効率的な公共財の供給を達成する上でかなり

の有効性を示し，比較のために実験されたLind－

ah1型の価格設定手法が広範な戦略的行動のため

にぜロに近い公共財供給水準しか達成し得なかっ

たのに比べて，予め設定された効率的供給水準に

かなり近い公共財量を達成したと報告され，ている．

しかし，Smithの実験では，実験者（計画当局）が

　2）Mo「i［7］は，脚注1で言及したWalkerのメ

カニズムについて，Nash均衡メッセージを見出すた
めのひとつの動学的調整課程を定式化し，各個入の競

争的行動を想定した揚羽に，消費者選好に関する一定

の条件の下で，それが公共財の効率的供給を達成する

ひとつの資源配分状態に安定的に収束することを示し

ている．
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他の個入のメッセージに関して予備的な情報を与

えることなく各個人からメッセージを聴取すると

いう，実験者と各個人との問の1回限りの情報交

換を単純に繰り返す形で実験が進められ，ており，．

Greenberg，　Mackay　and　Tidemanが指摘したよ

うな動学的調整プロセスの必要性を十分認識した

実験とはなっていない．さらに，S皿ithが実験の

基礎としたメカニズムは，公共財に関する予算の

均衡をみたさない形態のメカニズムであり，厳密

にはGroves　and　Ledyardが定式化した最適メカ

ニズムとは異なるものである．公共財に関する計

画当局の収支均衡条件を犠牲にすることが許され

るのであれ，ば，Smithが実験にあたって設定した

個人選好の範囲では，支配的均衡条件をみたし，

かつ効率的な公共財供給水準を達成し得る公共財

供給機構として，Clarke［1］やGmves［4］らに

よって提案された「需要表示メカニズム」が存在

することを考えれば，予算均衡条件をみたさない

Groves－Ledyardタイプのメカニズムにもとづい

て実験を行なう意義は薄いと考えられる．

　木町では，以上のようなSmithの実験的研究

の問題点を考慮に入れ，公共財に関する予算均衡

条件をみたす本来の最適メカニズムにもとづいて，

これを有効に機能させるための動学的調整過程を

明示的に定式化し，各個人の競争的行動下での安

定性や戦略的行動の可能性に関する理論的検討を

行なった上で，これを実験的に適用し，実験参加

者が実際に競争的行動をとったか否かの検証を中

心として実験結果を解析する．さらに，最適メカ

ニズムにもとつく動学的調整過程と対比する意味

で，Lindah1の自発的交換過程にもとつく価格調

整型の動学的調整プロセスを提示し，その機能特

性についても実験的に検証する，

　本稿の以下の部分では，まず2節で，最適メカ

ニズムにもとつく動学的調整プロセスと，Lindah1

の自発的交換過程にもとつく動学的調整プロセス

を実験に適した形で定式化し，実験で用いられる

個人の選好や公共財の費用条件の範囲内で，競争

的行動下におけるプロセスの最適性や安定性，お

よびプロセスの進行過程における各個人の戦略的

行動の可能性について検討する．次いで3節では，
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実験において採用される選好パラメータや費用条

件の特定化，および実験において選択されるメッ

セージの範囲やプロセスの停止条件等に関する限

定について述べ，実験の具体的枠組を明らかにす

る．実験の結果は4節において述べられ，図解と

統計的手法とを通して実験結果が解析される．こ

こでは，Lindah1の自発的交換過程にもとつく動

学的調整プロセスが，広範なフリーライダー行動

によってほぼゼロに近い公共財供給量しか実現し

得ないのに対し，最適メカニズムにもとつく調整

プロセスは，実験参加者の競争的行動を通して，

近似的に公共財の効率的供給を達成することが実

証される．最後の節では，上記のような実験結果

が導出された要因について言及する．

2．実験プロセス

　本稿では，公共財に対する各個人の選好は，次

のような単純な公共財評価関数によって表わされ，

るものと想定する．すなわち，Xを公共財の数量

とするとき，各個人∫∈Nは，

　（1）　7盛（x）一δ‘x一（α乞／2）x2（x≧o）

で表わされる公共財評価関数をもつものとする．

ただし，砺，防＞0で，エ〉は個人の集合およびその

数を表わすものとする，また，公共財の生産費用

については，平均費用一定の下での生産を想定し，

平均＝限界費用を定数。＞0で表わす。

　このような想定の下で，以下では，公共財供給

水準とその費用負担配分を決定する2つの実験

プロセスについて記述する，第1のプロセスは

Lindah1の自発的交換過程にもとつく動学的調整

プロセスであり，本稿では「五プロセス」と呼ぶ

ことにする．このプロセスでは，次のような手順

によって実験者と実験参加者（主体）の間の情報交

換が行なわれる．

　1）　醜αγ6伽gE％Zθ：最初の試行孟＝1において，

実験者は勉（の＝o／N（∀ゼ∈2＞）として各主体の公共

財価格を設定し，各主体に対して個別的にp¢（の

を通知する．

　2）　71γαπ8伽飢翫Zθ：各主体は，［勉，X］（勉は

主体乞の公共財価格，Xは公共財の数量）につい

て彼の純収益”¢を前もって計算した表を参照し．

VoL　40　No．3

ながら，試行むにおいて彼が望む公共財需要量

瓦（のを選択し，実験者に個別的に通知する．ただ

し”¢（の＝暁（遊（の）一勉（6）濁（亡）である．次いで，

実験者は，各主体の孟④を集計し，平均公共財

需要量x4（‘）＝Σ乞轟ω／Nを求め，公表した上

で，次の調整方式にもとづいて試行‘十1におけ

る各主体の公共財価格を設定する．

　（2）　　　　」ρ‘（6十1）＝」ρ‘（孟）十δ（2ζ‘（6）一2r∠【（6））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（δ＞o）

　最後に，実験者は，試行升1へ進み，1）と同

様に勉（診十1）を各主体に個別的に提示する．

　3）8勿p吻1観θ；プロセスは，試行〆にお

いて，すべての主体の公共財需要が等しくなった

とき，すなわち，遊（の＝Xゴ（孟つ＝η（孟つ（∀盛，ブ

∈1のが成立したとき停止する．

　本稿では，一般に，実験者から与えられた情報

を所与として，公共財からの純収益を最大化する

ように自己のメッセージを選択し表明する行動を

「競争的行動」と呼ぶが，上記の五プロセスにお

いて主体ゼが競争的行動をとった揚合，ご期にお

いて彼の表明する公共財需要量乃（のは勉（の＝

7奮’（蕩（の）をみたす値となることから，五プロセ

スが停止した時点ではLindahl均衡が実現するこ

とは明らかである．

　次に，’各主体がプロセスの全試行を通して競争

的行動をとった揚合ジ五プロセスが上記のLind－

ah1均衡に安定的に収束することを示しておこう．

（1）の公共財評価関数を前提としたとき，競争的行

動をとる主体‘が孟期において表明する公共財需

要量は，

　（3）　　　　2r‘（カ）ニz竜／α」‘一（1／α」∂P葱（孟）

で表わされ，る．これ’を（2）の公共財価格調整方式

に代入して，各主体の公共財価格の調整方程式を

求めてみると，それは次のような定差方程式体系

として表現できる．

　（4）．P乞（亡＋1）＋岬ε（の＋Σ粥βゴP，（の＝ε6

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ゼ∈ハr）

ただし，α¢＝（（N－1）／エv）（δ／α‘）一1，βF一δ／α¢瓦亀

＝δ［（（エv－1）／2v）（ゐ¢侮）一（1／2v）Σ粥（6ノα，）コである．

本稿で叙述する実験においては，主体数亙を5と

し，そのうちの3主体には（1）の公共財評価関数
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において，パラメータ砺，防をαム転という値に

特短化した選好（五タイプ）を割り当て，残りの2

主体にはαπ，娠という値に特定化した選好（Hタ

イプ）を割り当てている．そこで，以下では，こ

のような2つのタイプに区分された5主体のケー

スについて五プロセスの動学的安定性を示すこ

とにする．

　上記のような設定の下では，（4）の定差方程式

体系は次の連立定差方程式に縮約で作る．

（5） PL（6十1）＋（αL＋2βL）PL¢）＋2βE餌（の

　＝εL

迦（6十1）＋3βLPゐ（の＋（α丑＋βπ）伽（の

　＝ε王τ

ただし，α‘＝（4／5）（δ／α∂一1，β乞＝一（1／5）（δ／α∂◎＝

」⊃，11），εL＝（2δ／5）（6z」／αL一う11／α11），ε17＝一（3δ／5）（わz」

／αムー娠／αE）であり，勉（‘）（d＝エン，17）は，ゼタイプ

の主体のむ期における公共財価格を示している．

連立定差方程式（5）の同次形の特性根は，1および

1一｛（2／5）（δ／αL）十（3／5）（δ／α丑）｝であるがら，δ／α五お

よびδ／αHがともに1より小さければ，（5）の解は

収束し，五プロセスの動学的安定性が保証される．

しかも，Starting　Ruleおよび（2）より任意の6≧1

について3物（の十2PH（の＝oが成り立つことを考

慮すれば，（5）の解として求められる勉（のおよび

PE（のは，　L，indah1均衡価格に収束することが確

かめられる3）．

　このように，本稿の実験設定の下では，各主体

がプロセスの全試行を通じて競争的行動をとるな

らば，公共財価格調整方式における調整係数δが

各主体の公共財の限界評価関数の傾き砺に比べ

て大きくない限り，プロセスはLindah1均衡に安

　3）　任意の’≧1について3PL¢）十2PE㈲＝oが成
り立つことを考慮しながら，（5）を解くと，PL（の＝
（7［1一｛（2δ／5αL）十（3δ／5α在τ）｝コε十｛αLO十2（α王fZ｝1ンーαLZ｝」蟹）｝

ノ（3α≧L」ト2α丑），　p1ヨ「¢）＝一（3／2）0［1一｛（2δ／5α1」）→一（3δ／

5α丑）｝コ8十｛απo十3（αL塘一απδL）｝／（3α・L十2αヨ）（ただし，

0は定数）と求められ，o〈δ／αムδ／απ＜1の下で，PL（‘），

PH（のが，それ，それ，　PL＊＝｛α五〇十2（α1挿五一αLう丑）｝／（3αL

十2α11），」ρ11零＝　｛α110十3（αLδ五r一α」116L）｝／（3α1ン十2α」1呈「）｝こ

収束することが示される．PL＊，PE＊は，3PL十2pπ＝θ

かつδL／αゐ一PL／α五＝XL＝梅＝δ丑／αH－P丑／α丑力、らな

る連立方程式の解であり，したがって，本稿の実験設

定におけるLindah1均衡価絡である．
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定的に収束する．しかし，五プロセスにおいては，

各主体がプロセスの全試行を通じて競争的行動を

とるという保証はない．むしろ，各主体は，二期

に表明する公共財需要を競争的行動下における値

より小さく設定することによって自己の公共財価

格を引き下げ，結果的に，競争的行動をとった揚

合よりも大きな純収益を得ようとする強い誘因を

もつであろう．このような「フリーライダー行

動」の誘因が存在することは，たとえば，本稿の

実験で採用する2タイプ5主体の設定において，

Hタイプの2主体については常に競争的行動をと

るものとし，五タイプの3主体については自己の

公共財評価関数のパラメータ転を真の値とは必

ずしも一致しない値δかに設定した上で競争的行

動を装うものとした出合，ムタイプの主体にとっ

ては，他の主体の選好にかかわりなく，ゐL’を転

の真の値より小さく設定して競争的行動を装い，

結果的に公共財需要を過少に表明することが，彼

の純収益を高める上で有利となることからも明ら

かである4）．

　公共財の供給水準とその費用配分を決定するた

めの第2の実験プロセスは，Groves　and　Ledyard

　4）Hタイプの2ニヒ体については常に競争的行動を

とるものとし，Lタイプの3主体については自己の公
共財評価関数のパラメータ転を，真の値：（δしと記す）

とは必ずしも一致しないうし’に設定した上で，競争的

行動を装うものとしたとき，五プロセスが停止した時
点では，公共財の供給量はX’＝（36■！・→一2611一（タ）／（3αム

十2αE）となり，五タイプの主体の公共財価格はpガ＝

｛＠LO十2（吻凶ガーαLうE）｝／（3αL十2α幻となる．他方，

このときLタイプの主体の公共財の純収益は，死＝
転X’一（1／2）α五X’2－pガX’で表わされ，したがって
∂勿L／∂ゐL』（転一αゐxL刃ガ）（∂x’／∂δL’）一y（∂PL’／∂bL’）

である．ここでもしδL’＝δしであれば，転一α五X’一pガ＝

0となるので，δガ＝死において評価すれば，∂”ゐ／∂6L’＝

一X’（∂PL7∂δガ）となる．そして，∂PL’／∂δガ＝2ωπ／（3ωゐ

十2ω切＞0であるから，∂りし1∂うし’〈0であることがわか

る．これは，五タイプの主体にとってδガを転より

小さく設定した上で競争的行動を装う方が，公共財に

対する真の選好にもとづいて競争的に行動した隣合よ

りも高い純収益が得られ，ることを示している．五タイ

プの主体が，偽りの選好パラメータゐL’にもとづいて

競争的行動を装った揚合のホ期における公共財需要は，
竜’（の＝（ゐガ厩）一（1／α五）P五（のであり，∂XL’④／∂転’

＝1／αL＞oであるから，bL’＜ゐしとすることは，　Lタイ

プの主体が各期の公共財需要を過少に表明することを

意味している．
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［5コが提示した最適メカニズムにもとつく動学的

調整プロセスである．本稿では，Greenberg，　Ma－

ckay　and　Tideman［3］の提示した調整過程を踏

襲しながら，次のような実験的プロセス（以下

「θLプロセス」と呼ぶ）を構成する．なお，この

プロセスにおいて各個人に求められるメッセージ

は，最適メカニズムの場合と同様，他の個人が全

体として需要している公共財の数量に自分がどれ

ほどの公共財量を追加したいかという情報であり，

本稿ではこれを「公共財の増分需要」と呼ぶ．

　1）　翫αγ6伽σE漉：最初の試行孟＝1において，

実験者は，各主体谷につき，他の主体の公共財の

増分需要の合計値8ε（のおよび他の主体の公共財

増分需要の平均の平方標準誤差σ名2（のをともにぜ

ロと設定し，8‘（のおよび（γ／2）σ～（のを各主体に個

別的に通知する．ここでγは正の定数で，以下で
は（γ／2）σ～（のを「加算値」と呼ぶ．

　2）　Tγαπ孟獅。πE協：各主体は，［8¢，．Y］（亀は

主体6にとっての他主体の公共財増分需要合計値，

Xは公共財の数量）について彼の「純収益物マイ

ナス加算値」を前もって計算した表を参照しなが

ら，試行εにおいて彼が望む公共財の増分需要量

蝋のを選択し，実験者に個別的に通知する．ただ

し，物（の＝巧（娩（の胴亀（の）一［（o々〉）（娩（の十8薮の）

＋（γ／2）｛（（N－1）々V）（娠オ）一μ、（の）2一σ～ω｝］で，

仰（の＝＆（の／（N－1）である．次いで，実験者は，

公共財の増分需要量ω乞（のを集計して公共財供給

水準X（の＝Σ乞，N濁④を求め，これを公表した上

で，各主体について，他の主体の公共財増分需要

の合計値Σゴ。吻（のを求めてこれを8歪（升1）とし，

さらに他の主体の公共財増分需要の平均の平方標

準誤差（1／（1V－2））Σ∫。・＠，①一μ維＋1））2（ただし

仰（6十1）＝8乞¢十1）／（N－1））を求めてこれをσ～¢

十1）と設定する．最後に，実験者は試行孟十1へ

進み，1）と同様にS‘（6十1），（γ／2）σ葛2¢十1）を各主

体に個別的に提示する．

　3）8吻P吻R蜘：プロセスは，試行〆にお

いて，すべての主体について公共財の増分需要が

前期の値と等しくなったとき，すなわち，詔¢（ご＊）

＝譲6＊一1）（∀∫∈ハτ）が成立した野合に停止する．

　σ五プロセスにおいて実験者から与えられる情
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報は他主体の公共財増分需要合計値＆（のと加算

値（γ／2）σ～（のの2つであり，主体づがこれらの情

報を所与として競争的行動をとるならば，む期に

彼が選択する公共財増分需要¢名（のはγ訳遊（舌））＝

0／N十γ（（N－1）／N）（亀（の一μ‘（の）をみたす値となる．

ただし，遊（の二娩（の十8f（ので，以下ではこれを

亡期における主体盛の公共財需要と呼ぶ．プロセ

スが停止した時点がにおいては，各主体の公共財

需要は互いに等しく，．Y（の＝Σ乞、満（孟＊）に一致

している．したがって，各主体が競争的に行動し

ている限りこの時点においては，Σ畑γ訳X（‘＊））

＝Σ副｛・／2v＋γ（（エv－1）／2v）（窺（‘＊）一μゼ（の）｝＝・

が成立している．さらに，この時点においては，

8言（〆）＝Σノ≠吻（のであるので，θLプロセスに

おける各主体の公共財に対する費用負担額の集計
値Σ‘・π［（o／亙）（諺¢（ご＊）＋8盛（‘＊））＋（γ／2）｛（（N－1）／N）

価（〆）一目（め）2一σ～（〆）｝］は，ox（のすなわち

公共財の総生産費に等しくなる．このように各主

体が競争的行動をとる限り，σ五プロセスはその

停止時点において公共財の効率的供給を達成する．

　ところで，公共財評価関数を（1）に特定化した

とき，主体ぢの競争的行動の結果選択される孟期

の公共財増分需要は次のように求められる．

　（6）　　　　卯‘（の＝∠【‘十」B乞S‘（舌）　　（唇∈バリ

ただし，。島＝⑦ε2v一の／（γ（2v－1）十α‘1v），盈＝（γ一

α乞1＞）／（γαv－1）＋αδ2v）である．8名（の＝Σノ≠向（‘一

1）であるから，（6）は，σLプロセスにおける各回

．体の公共財増分需要の調整方式を表わす定差方程

式体系とみることができる．したがって，階差方

程式体系（6）の安定性が示されるならば，θゐプロ

セスが，各主体の競争的行動の下で，効率的な公

共財の供給を実現するひとつの配分状態に安定的

に収束することが保証される．そこで，すでに述

べたような2タイプ5主体の設定の下で定差方程

式体系（6）の安定性を検討してみよう．なお，以

下では計算を簡単にするために，Lタイプの主体

についてαL＝γ／5，すなわちBL＝（γ一5α∂／（4γ十

5αL）＝0と設定して議論を進めるが，このような

αしとγの関係は本稿で記述する実験の際にも採

用される．

　上記の設定の下では定差方程式体系（6）は，次
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のように書き表わされる．

　（7）　　勘（6）　　　　　　＝砺

　　　　⑳H（孟）一1ヌ∬正r（孟一1）＝オE十3β且し

ただし，窺（のおよび勘（のは，それぞれ，五タイ

プおよびEタイプの主体の玉髄における公共財

の増分需要であり，ム＝（56z－o）／（4γ十5α∂（ゼ＝ゐ，

丑），B（γ一5απ）／（4γ十5αH）である．三差方程式（7）

の解は容易に求められ，それらは一1＜B＜1であ

るとき，およびそのときに限り安定であることが

示される．この安定条件は，公共財評価関数につ

いての想定およびプロセスの定義より明らかにみ

たされている．このように，本稿の実験における

諸設定の下では，各主体がσ乙プロセスの全試行

を通じて競争的行動をとる限り，プロセスは動学

的に安定で，効率的な公共財の供給状態へと収束

する．

　最後に，σムプロセスにおいても，各主体’にと

って競争的行動下の値とは異った公共財増分需要

を表明し，結果的に自己の純収益を高めようとす

る戦略的行動の誘因が存在することに留意してお

かなければならない．このことはムプロセスの

場合と同様な考察によって確かめることができる．

ただし，Hタイプの主体の競争的行動を想定しな

がら五タイプの3主体が真の選好パラメータ砿

からわずかに乖離するパラメータゐL’にもとづい

て競争的行動を装うものと仮定した場合，彼らに

とって6L’を転より大きな値に設回する方が有

利なのか，あるいは小さな値に設定する方が有利

なのかは，五タイプの主体の公共財増分需要勘

と他の主体の公共財増分需要の平均値μ乃との大

小関係に依存することが示され，ゐプロセスにお

いて他の主体の選好にかかわりなくうガを真の値

より小さく設定することが五タイプの主体にと

って有利であったのとは対照的である．

3．実験上の設定

　すでに述べたように，実験は5名の実験参加者

を対象として行なわれ，そのうちの3名（主体1～

3：ゐタイプ）にはαL＝3．155，δL＝37。86，残る2名

（主体4，5：πタイプ）にはα丑＝5，ろE＝42．575と

設定した上で，（1）の形の公共財評価関数が割・り
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当てられた5）．また，公共財の平均＝限界費用は

。冨100に特定化された．

　これ，らの設定の下で各主体が競争的に行動した

揚合，Lプロセスを通じて達成される公共財供給

彙はX＊＝5．072，公共財価格は五タイプがPL＊＝

21．858，Hタイプがpπ＊＝17．214と阿り，したが

って各タイプの主体の純収益は”L＊＝4α581，”ガ

＝64．318と求められる．また，各主体の競争的行

動を想定した牛合に，θ五プロセスを通して：最終

的に選択される各主体の公共財増分需要は五タ

イプが二匹ゐ＊＝1．132，Eタイプが謬π＊＝0．838であり．，

したがって公共財供給水準は五プロセスの揚合

と同じくX＊＝5．072となる．また，その揚合の費

用負担額は，γ＝5，耽＝15．775という設定により，

五タイプの主体について7「♂コ101．532，Hタイプ

の主体についてはTE＊＝101．575とな，，て，純収

益はゐタイプがりし＊＝49．912，∬タイプがりπ＊＝：

50．052と算出される．さらに，上記の公共財評価

関数のパラメータの特定化により，競争的行動を

想定した場合のムプロセスでの公共財需要関数

およびσ五プロセスでの公共財増分需要関数は，

各タイプの主体について次の（8），（9）の．ように特

定化され，る．

　（8）　XL（の；12－0．31η，L（の

　　　　Y石r（の＝8．515－0．2p∬（6）

　（9）　　　詔L（の＝1．132

　　　　∬石r（孟）＝1．281－0．10581∫（ご）

　前節での各プロセスの記述においては，煩雑さ

を避けるため，メッセージの選択の範囲等につい

ての限定条件は記載されていないが，実験を進め

るにあたっては，これらを定めておくことが必要

となる．まず五プロセスにおいて各主体が選択

し得る公共財需要量遊は，0以上12以下の0．25

刻みの数値に限定された．この12という公共財

量は五タイプの主体の公共財の限界評価がちょう

どぜロとなる値である．また，．ゐプロセスにおい

て，実験者から各主体に手渡される「純収益表」

の公共財価格勉の範囲は，0以上45以下の整数

に限定され，（2）の調整方式にしたがって各主体

　5）　実験参加者としては，筆者の所属する大学の経

済学部4年次生5名を採用した．
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に提示される公共財価格も四捨五入により整数と

して与えられた．ここで，45という値は公共財供

給量がぜロの野合のEタイプの限界評価を若干

上回る値である．五プロセスの実験にあたって各

主体に手渡される「純収益表」は，このような範

囲と刻みをもつ公共財量および公共財価格に対応

する純収益”盛の値を記載したものであるが，純

収益がマイナスとなる揚合には，その値を記載せ

ず，実験参加者に対しては純収益がゼロであるも

のと考えるよう指示することとした．なお，五プ

ロセスにおける公共財価格の調整係数δの値は

1．5に特定化した。この値は，調整係数としては

やや大きめであるが，公共財’評価関数のパラメー

タの特定化とあいまって，競争的行動下でのしプ

ロセスの動学的安定性を保証する値となっている．

　次に，σ五プロセスにおいては，各主体に手渡

される「純収益表」は，公共財供給量Xと他主

体の公共財増分需要合計値＆に対応する純収益

から加算値（γ／2）σ～を差し引いた値を表示したも

のとなっている．この表におけるXの範囲は，

五プロセスの揚合と同様であり，＆は一1以上10

以下の0．25刻みの数値となっている6）．σ五プロ

セスにおいても，「純収益表」上の数値（純収益一

宇下値）がマイナスとなった揚合には，その値を

記載せず，純収益は加算値を加えてもゼロである

ものと見なすよう各主体に指示することとした．

さらに，娩の選択範囲については一5以上5以下

という限定が加えられた7）．

　6）銑の範囲を一1以上10以下に限定したのは，
これ以外の8‘の範囲では，κのいかなる値に対して

も，純収益マイナス加算値の値が負となってしまうか

らである．

　7）　これは，吻の許容範囲を余りに大きくすると，

プロセス進行過程において角の絶対値が過大となり，

「純収益表」を参照して勉の選択を行なうことが困難

となる可能性があるためである．ただし，賜の範囲を

このように限定しても，プロセスのある試行において

すべての主体が絶対値の大きな負値を靴として選択

し，その結果，次の試行において銑がかなり大きな
負の値となったとき，これを打ち消すために各主体が

勉の上限に近い正値を選択すると，次回の試行では今

度は亀がかなり大きな正値となり，さらにこれを相
殺すべく各主体が絶対値の大きな負値を’廟とし：て選

択すれば，亀は以前にも増して大きな：負値となる，と
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　前節の実験プロセスの記述においては，プロセ

スの停止条件は，厳密な等号関係で表現されてい

たが，実験においては，プロセスの円滑な収束を

はかる必要からこれをやや緩和することとした．

まず五プロセスにおいては，試行力＊において，

すべての主体の公共財需要と平均公共財需要の差

の絶対値が0．25より小さくなったとき，すなわち，

1濁（‘＊）一■4（哲＊）1〈o．25（∀づ∈N）が成立したとき，

プロセスはこの時点で停止するものとした．そし

てさらに，期間の上限丁を定めておき，孟＝・71と

なってもこの停止条件がみたされ，ないときには，

プロセスは画期で強制的に中断される．ものとし

た．また，σLプロセスにおいては，Stopping

Ruleに記載した等号条件の他に，試行がにおい

て，すべての主体について，公共財増分ゐ要の今

期と前期の値の差の絶対値および今期と前々期の

値の差の絶対値がいずれも0．25以下となった

とき，すなわち瞬（孟＊）一円5（孟＊一1）1≦o．25かつ

圖（〆）一寸f（〆一2）1≦o．25（w∈π）が成立した軍

営にも‘＊期でプロセスは停止するものとし，さ

らに，五プロマスの場合と同様，期間の上限丁を

設けて丁期においてもプロセスが停止しない揚

合は，強制的にプロセスを中断するものとした．

　最後に，実験参加者が割り当てられた公共財評

価関数にもとづいて自己の純収益を最大化するよ

うに行動する誘因を与えるために，各実験参加者

には，プロセスが丁期以前に停止した地合には，

停止時点で最終的に算出される純収益の10倍の

金額（円）を支払うものとした8）．

いった発散的経路に陥る可能性は存在している．そこ

で，実験にあたっては，このような発散的経路に陥ら

ないよう，各主体に対し，与えられた＆の絶対値が
大きい場合には，これを相殺しようとしないで，比較

的小さな正の値を亀として選択するように指示する
こととした．

　8）　この他に，実験参加者には若干の実験参加料が

支払われたが，もしプロセスが期間の上限丁に至って

も停止せず中断された揚合には，この実験参加料を全

実験回数で除した金額だけ実験参加料を減額するもの

とした．この措置は実験参加者にプロセスの収束に向

けて努力する誘因を与えるために設けられたものであ

る．なお，プロセスが停止した時点で純収益がマイナ

スとなった削合には，その実験参加者への支払いはゼ

ロとされた．

●
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表1Lプロセスの実験結果

公　共　財　価　格 公共財需要量実　二

ﾔ　号

平均公共
燻�v量　x孟

PI　　　　　　P2　　　　　　P3　　　　　　P4　　　　　　P5 Xi　漉　　X3　孟　　X5

プロセスの
竡~時点　が

進
行
期
間
の
上
限
　
丁

1
2
3
4
5

L
ゐ
五
五
ム

2r20　　　　　20　　　　5　　　23　　　32　　　21

1．60　　　　　18　　　　15　　　16　　　34　　　　18

0．85　　　　　15　　　28　　　　19　　　　18　　　　19

0．35　　　　16　　　16　　　27　　　21　　　20

0．60　　　　　19　　　　20　　　　21　　　　21　　　　19

2．25　　2．00

1，50　　 1．75

1．00　　1．00

0．50　0．25

0．75　　0．50

2，25

1．50

1．00

0．25

0，75

2．25　　2．25

1．75　　 1．50

0．50　　0．75

0．50　　0．25

0．50　　0．50

14

P0

黷
W
5

5
0
0
0
0

1
1
1
1
1

理論値巨・・1…92・・・…7・…1・・7・・75・・5加・・71

，

このような支払いルールの設定によつで各実験

参加者は，貨幣額に対して正の限界効用をもつ限

り，自己の純収益を最大化するよう行動するもの

と期待できる．

4．実験結果とその解析

　実験は，五プロセスとθ五プロセスのそれぞれ，

について5同ずつ計10回行なわれた．以下では，

これらの実験結果を要約し，公共財の効率的供給

を達成する上での両プロセスの有効性について検

討する．

　表1は，五プロセスに関する5回の実験（五1～

茄）について，プロセスが停止または中断された時

点での平均公共財需要量（公共財供給量）X4，各主

体の公共財価格勉および公共財需要量蕩，それに，

プロセスの停止時点孟＊およびプロセス進行期間

の上限丁を表示したものである．ま．た，表2に

は，σ五プロセスに関する5回の実験（α乙1～θ五5）

について，プロセスが停止した時点での公共財供

給量（各主体の公共財増分需要の集計値）瓦各主

体の公共財増分需要娩および公共財需要量娩十＆，

それに，プロセスの停止時点亡＊およびプロセス

進行期間の上限丁が記載されている．いずれの表

においても最下段の「理論値」には，前節のはじ

　9）　五プロセスの3回目の実験においては，期間の

上限10に達しても停止条件がみたされず，プロセス
は中断されたが，中断された時点において平均公共財

需要量と0．25以上の開きをもった公共財需要を表明

したのは主体4のみであり，その差も0．35と比較的
小さかったので，エ｝3についてもほほ洋＝10においてプ

ロセスは停止したものと見なして差し支えないと考え

られる．それゆえ，以下では五プロセスの実験結果を

分析するにあたって，ゐ3の結果を他の実験結果と同
等に扱うものとする．

めに示した競争的行動下の値が記載されている9）．

　さて，表1の実験結果をみると，五プロセスの

実験において実現された公共財供給量恥は，競

争的行動を想定した場合の理論値X＊よりかなり

小さく，とりわけ五3～L5においては実験値はゼ

ロにかなり近い値となっている。もし，すべての

主体がプロセスの進行過程において，自己の公共

財紀要をぜロと表明する完全なフリーライダー行

動をとるならば，実現する公共財供給量もぜロと

なろう．表1の実験結果をみると，各主体はこの

ような完全なフリーライダー行動にかなり近い行

動をとったものと推測できる．そこでこの点を検

証するために，次のような仮説をたて，表1の各

主体の公共財需要量のデータを用いてこれを統計

的に検定して．みよう．

［仮説1］五プロセス実験の最終試行において各

　　　　主体により表明された公共財需要量X1

　　　　は，平均0．5の正規分布に従う．

仮説1における0．5という値は，実験で各主体が

選択し得る公共財需要量が0．25刻みの非負の値

に限定され，ていることを勘案すれば，表1のX1

を正規母集団からの標本値と見なした場合，考え

得るほぼ最小の平均値であるといえよう．

　実験五1～五5において観察されるプロセスの停

止時点での各主体の公共財需要量のデータ数は

25であり，その平均値は．1．12，標準偏差は0．711

である．これらの統計量を用いて孟検定を行なう

と，仮説1は有意水準5％で棄却される．しかし，

対象を実験五3～茄において観察されるデータに

限ると，データ数15，平均値0．6，標準偏差0．264
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表2θLプロセスの実験結果

公共財増分需要 公共財需要量澱＝窺＋畿
進
行
期
間
の
上
限
　
丁

実　験

ﾔ号
公共財
沂距ﾊ：　x

ω1　　忽2　　¢3　　∬4　　こ砺 x1　混　　為　　蕩　　x5

プロセスの
竡~時点　‘＊

1
2
3
4
」
5

五
五
乙
L
五

σ
σ
σ
σ
θ

4．50　　　　 1．25　　1．00　　 1．25　　0．75　　0．25

5．00　　　　 1．25　　1．25　　1．25　　1．00　　0．25

4。75　　　　1．25　　1．00　　1．25　　1．00　　0．25

4．75　　　　1．25　　1．00　　1r25　　0．75　　0．25

4．50　　　　1．25　　0．75　　1．25　　1．00　　0．25

4。25

！・oo

4．75

4．75

4．75

4．50　　4．25　　4．25　　4．25

5．25　　4。75　　5．00　　5．00

4．75　　4。75　　4．75　　4．75

4．75　　4．75　　4．75　　4．75

4．75　　4．50　　4．75　　4。75

9
0
7
8
5

　
1

O
A
U
n
6
8
只
｝

1
1

理諦i・・71・・3・・3・・3・84・841・・…7餅・・…7

となって，これ，らにもとつく‘検定の結果，仮説

1は有意水準5％で採択されることになる．さら

に，仮説1における平均値を0．5から1に変更す

ると，実験五1～五5のすべてのデータを対象と．し

た二合でも，仮説1は有意水準20％で採択され

ることになる．

　以上の検討結果から，五プロセスにおいてはブ

リーライダー行動が広範に行なわれ，しかも，そ

の程度は各主体がプロセスの構造をより正確に把

握できるようになる後半の実験においてより大き

くなることが理解される．このことは，五プロセ

スが公共財の効率的供給を達成するための動学的

調整プロセスとして有効に機能し得ないことを示

唆している．

　次に，表2の（泌プロセスの実験結果をみると，

五プロセスの揚合とは対照的に，実現された公共

財供給量Xは競争的行動を想定した揚合の理論

値X＊にかなり近い値となっている．そこで，ふ

たたびプロセ盈の停止時点における各主体の公共

財需要量のデータを用いて，σ五プロセスの実験

が，競争的行動を想定した揚合の公共財供給量の

理論値，すなわち効率的な公共財供給水準にほぼ

等しい結果を実現したといえるか否かを検証して

みることにしよう．その際，競争的行動を想定し

た場合の公共財供給量の理論値は5．07であるが，

3節に示した公共財増分需要の選択範囲に対する

制約やStopping　Ruleの緩和等によって，実験上

で各主体の競争的行動をシミュレートした場合に

実現される公共財供給量は4．75と導出されるこ

とを考慮しなければならない．この点に留意した

上で，次のような仮説を設定し，その統計的検証

を通じてσ五プロセスの有効性を検討しよう．

［仮説2］σ五プロセス実験の最終試行における

　　　　各主体の公共財需要量娩十＆は，平均

　　　　4．75の正規分布に従う．

　実験σL1～θ五5において観察される25個の公

共財需要量のデータの平均値は4．7，標準偏差は

0．25であり，これらの値にもとづいてε検定を行

なうと，仮説2は有意水準15％で採択される．

仮説2は，σ五プロセスが本稿の実験設定の下で

公共財の効率的供給を達成し得る千とを統計的仮

説として表現したものであるから，これがかなり

高い有意水準で採択されるという事実は公共財の

効率的供給を達成する上でのσ五プロセスの有効

性を示唆するものといえる．

　以上においては，Lプロセスと（穿五プロセスの

各実験における最終試行の結果のみから，公共財

の効率的供給プロセスとしての両者の有効性を検

討した．そこで，今度は，両プロセスの実験にお

いて，各主体に与えられた情報とこれにもとづい

て各主体が選択したメッセージとの関係を検討す

ることによって，実験において示された各主体の

行動パターンが競争的行動からどの程度乖離した

ものであったかを検証することにしよう．

　図1は，五プロセスの最初の実験五1と，最も

低い公共財供給量を記録した餌とについて，各

主体が各試行において与えられ’た公共財価格の下

で競争的に行動した牛合の公共財需要（破線）と，

実際に表明した公共財需要（実線）とを比較したも

のである．これをみると，五プロセスの実験にお

いては，各主体はかなり早い段階から公共財需要

の過少表示による公共財価格の引き下げ効果，し

たがって純収益の増大効果を完全に認識し，競争
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たメッセージの値（実線）とを比較したものである．

この図から観察されることは，σゐ1と（耗4のいず

れにおいても，各主体は各実験の前半の試行にお

いては競争的行動とは異なった行動をとろうとし

ているのに対して，後半とくに最後の2・3回の試

行においてはほぼ競争的行動下の値に近いメッセ

彦

の値は云値であるが，

は，次のような仮説3（定数項の場合）または仮説

4（＆の係数の揚合）が採択される有意水準の上限

を示している．

一ジを表明している点である．

このことは，（穿五プロセスに

おいては，各主体にとって，

独自の戦略的行動によって自

己の純収益を高めたままプロ

セスを収束に導くことが難し

く，結局は，各主体が競争的

行動をとることによって一種

の協調的関係を主体間で作り

あげていかなければならない

ことを示唆している．

　ところで，もしσ五プロセ

スの実験において各主体が競

争的行動をとったのであれば，

各夷験の各試行において与え

られる他主体の公共財増分而

要合計値＆と各主体の表明し

た公共財増分需要賜との間に

は，前節の（9）に示した関係

が成立していなければならな

い．そこで以下では，実験に

おいて得られた各主体の8此

娩のデータから両者の関係を

推計し，これが（9）とどの程

度整合的であるかを検討して

おこう．表3の左側には，5

名の主体のそれぞれについて，

すべての実験の全試行から得

られたコヶ乞，亀のデータを用い

て両者の関係を推定した結果

が記載されており，右側には，

各実験の最終3回の試行にお

けるデータを用いて推定を行

なった結果が記されている。

定係数の推定値の次の（）内

　その右隣の［］内の数字

［仮説3］θ五プロセス実験から得られた舞およ
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表3　σLプロセスにおける各主体の反応関数の推計

全　　　　試　　　　行 各実験の最終3回の試行

定数項　t・・の係数 定数項　1・樗係数「
1　　　　2．0962（　5．52）　［　0．7P6］

2　　　　0．9476（　4．89）　［17．3夕6コ

3　　　　1，6659（　6．34）［　2．4％］

4　　　　1．2656（1L54）［44．6％］

5　　　0．5910（　5．05）［　0．096］

一〇．0885（一〇．78）　［22．OP6コ

ー。．0590（一L38）［　8．8夕6］

一〇，oo80（一〇．11）［45．6旦6］

一〇，1120（一4．52）［38．996］

一〇．0981（一4．21）　［38．496］

2．1564（2．96）［　9．1％］

1．2135（5．79）［35．1ヲ｛∫］

1．6454（4．97）　［　7．296］

1，0641（8．13）［　6．09右］

0．9404（4．44）［　6．696］

一〇．2141（一1．06）［15．496コ

ー。，0726（一1．64）　［　6．2身6コ

ー0．0600（一〇．66）［26．0夕6］

一〇．0445（一1．55）　［　2．796］

一〇。1502（一3．73）　［14．1％］

※定数項の理論「直は，乃タイプ（主体1岬3）が1．132，1fタイプ（主体4，5）が1．281であり，8‘の係数の理論値は，　Lタイプが

ゼロ，Hタイプが一〇．105である．

　　　　び亀のデータを用いて推定される回帰

　　　　式娩＝且＋B＆のパラメータ五の真の

　　　　値は，主体乞が五タイプならば1．132に

　　　　等しく，主体∫がEタイプならば1．281

　　　　に等しい．

［仮説4］　θ乙プロセス実験から得られた娩およ

　　　　び亀のデータを用いて推定される回帰

　　　　式勉＝！1十βS乞のパラメータβの真の値

　　　　は，主体ゼがゐタイプならば0に等しく，

　　　　主体ぎがHタイプならば一〇．105に等し

　　　　い．

　仮説3と4がともに高い有意水準で採択される

ならば，そ．の主体はほぼ競争的に行動したと判断

できる．表3の［］内の数値をみると，まず，

全試行のデータを用いた推計では，主体2と4の

．値が定数項および亀の係数ともに高くなってお

り，実験の全体を通してこれら2主体がほぼ競争

的行動をとったものとみなすことができる．残る

3主体についても，各実験の最終3試行のデータ

を用いて推計を行なってみると，定数項・＆の係

数ともに5％以上の有意水準で上記2つの仮説

が採択される．以上の検定結果より，σLプロセ

スの実験では，各主体は，少なくとも各実験の停

止時点に近い数回の試行において，ほぼ競争的

に行動していたと判断することができる．このよ

うな検証結果から，θLプロセスが公共財の効率

的供給を達成する上で良好なパフォーマンスを示

したのは各主体の競争的行動の結果であって，各

主体の無原則な戦略的行動が偶然に公共財の効率

的供給を生み出したのではないことが推察され
る，

5．結論的覚え書き

　本稿では，Groves　alld　Ledyardにより開発さ

れた最適メカニズムを有効に機能させるための

動学的調整プロセス（θ五プロセス）を設定し，

Lindah1の自発的交換過程にもとつく調整プロセ

ス（五プロセス）と比較しながら，公共財の効率的

供給を達成する⊥でのその有効性を実験的に検証

した．実験結果から得られた結論は，θ五プロセ

スがムプロセスに比べ，公共財の効率的供給を

達成する上で著しい有効性を示すということであ

る．このような結果をもた．らした要因は，五プロ

セスにおいては，各主体の表明するメッセージが

自己の公共財費用負担水準に直接的な影響を与え，

他の主体のメッセージは聞接的で限定された影響

力しかもたない構造になっているのに対して，σム

プロセスでは，これとは逆に，各主体の公共財費

用負担水準が他の主体の表明するメッセージに直

接影響を受け，自己のメッセージはきわめて限定

された影響力しかもち得ない構造になっている点

に求められる．こうした構造上の違いが，ゐプロ

セスでは各主体の広範なフリーライダー行動を引

き起こし，θ五プロセスでは各主体の競争的行動

を誘発する結果になったと考えられる．

　本稿の実験は，予算均衡条件をみたさない不完

全な最適メカニズムを，動学理論の裏付けを欠い

たまま反復的．に適用して行なわれたs血ithの実

験に対する批判の上にたって，動学的調整プロセ

スへと変換された最適メカニズムの有効性を検証

すべく試みられたものであったが，実験結果は，

S血it11の導いた結論以上に最適メカニズムの有効

性を支持しており，最適メカニズムを有効に機能
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させるための動学的調整プロセスの進行過程にお

いて深刻な戦略的行動が観察されるのではないか

というGτeenberg，　Mackay　and　Tidemanの懸念

に対して否定的な結論を導いていると判断できる．

しかし，このような実験結果は，公共財に対する

各主体の選好についてのかなり厳しい限定の下で

得られたものであることも事実である．もし，2．

節で設定された公共財評価関数とは異なるタイプ

の選好を各主体に割り当てた揚合には，競争的行

動下におけるσLプロセスの安定性自体が保証さ
　　

れなくなるかもしれないし，たとえ，安定性が保

証されたとしても，各主体が競争的行動から乖離

する可能性が高まるかもしれない．こうした可能

性を検証するためには，最適メカニズムの動学的

調整プロセスへの変換に関して，よりいっそうの

理論的研究と実験的適用を試みることが必要であ

る．さらに，実際の公共財供給の揚において活用

し得る公共財供給機構の開発を進めるためには，

最適メカニズム以外の公共財供給機構についても，

それらの動学的調整プロセスへの変換の可能性や，

動学的調整プロセスに変換されたメカニズムの効

率的公共財供給機構としての有効性を理論的・実

験的に検討することが必要となろう．

（論文受付日1988年1月11日，採用決定日1988年6

月27日・福島大学経済学部）
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